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１　土地開発公社の事業概況

　（１）土地開発公社の位置づけ

　当公社は、昭和４５年２月民法法人として設立され、昭和４８年３月に「公有地の拡大の

推進に関する法律」（昭和４７年法律第６６号）に基づき「地方公共団体に代わって土地の

先行取得を行うこと等を目的」とした公法人として組織変更され、現在に至っている。

　主な業務は次のとおりであり、公共用地取得業務を通じ、社会資本整備の推進に寄与して

いる。

○土地造成事業

　住宅用地の造成事業その他土地の造成に係る公営企業に相当する事業のうち、内陸工業

用地の造成事業

○あっせん等事業

　地方公共団体その他の公共的団体の委託に基づき、土地の取得のあっせん、調査、測量、

その他これらに類する業務を行う事業

　（２）土地開発公社を取り巻く現状

　長期に亘る地価の停滞や公共事業の抑制により、土地開発公社の一義的役割である先行取

得の必要性が低下するなど、公社を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が続いている。

　しかしながら、本県は、全国的に見て社会資本の整備が遅れており、また、震災や地球温

暖化による自然災害の激甚化に備えるため、今後も様々な社会資本の整備や防災対策などに

対する県民の要請は高まるものと思われ、当公社としては、その専門性を十分に生かし、複

雑・高度化する用地取得を円滑・迅速に進め、本県の社会資本の整備の推進に寄与していく

ことが責務であると認識している。

　このような中で、県が用地取得体制の効率化と公社経営の安定化のため平成２４年度から

導入した「用地補償業務委託」制度によるあっせん業務の受託により、県の社会資本の整備

の推進に着実に貢献するとともに、当公社の経営の改善が図られ、平成２６年度より黒字に

転換した。

　令和２年度は、青森中核工業団地に係る特別損失として土地整備準備引当金繰入額４億

７，３７３万２，５２０円を計上したことにより赤字決算となったが、令和３年度には再び

黒字決算となった。

Ⅰ　事 業 報 告 書
（自 令和３年４月１日　至 令和４年３月３１日）
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２　事 業 実 績

　土地造成事業は、青森中核工業団地の区画分割等に要する費用で４，００５万８，０００

円、あっせん等事業は、県からの用地補償業務委託で、取得面積は２１万９，０４２．１５

㎡、金額は用地費、補償費等を合わせて３０億７，５３６万９，８６４円、合計で３１億

１，５４２万７，８６４円で、対前年度比約２４．７パーセント増となっている。

　青森中核工業団地は、平成１２年７月から分譲を開始し、分譲区画５１区画のうち、令和

３年度に賃貸区画を分割して分譲した２区画を含めて、４０区画が分譲済みであり、分譲率

は約５０．０パーセントとなっている。

　賃貸事業は、平成１７年７月から開始し、５区画が貸付済みとなっている。分譲・賃貸を

合わせた面積ベースでの利用率は約５６．３パーセントとなっている。

　事業の実施状況は４～５ページのとおりとなっている。

３　今後の課題

　あっせん等事業については、今後とも県の「用地補償業務委託」制度を活用して公社の安

定した経営基盤の確立を図り、さらに一層の経費節減に努める。

　青森中核工業団地造成事業については、分譲用地及び賃貸用地の適正な維持管理に努める。

また、令和３年度に実施した大区画に係る測量及び設計業務に基づき、令和４年度は造成工

事を実施し進出企業により利用しやすい区画に整備することで、更なる分譲促進を図る。

-　2　-



○事業の実施状況

委　　託　　先 

　　事　業　名

①土地造成事業

青森中核工業団地造成事業

（青森市大字合子沢地内ほか） 継続 県 3 40,058,000

計（１件） 3 40,058,000

②あっせん等事業

国道２８０号交付金（道路改築）工事ほか

（東津軽郡外ヶ浜町蟹田中師ほか） 継続 県 0 0

計（５３件） 0 0

3 40,058,000合　　計（５４件）

契約等件数 金　　　額

事

新規継続の別  工 事 費 等
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（ 単 位 ： ㎡ 、円 ）

0 0.00 0 0 0 3 40,058,000

0 0.00 0 0 0 3 40,058,000

238 219,042.15 561,028,065 228 2,514,341,799 466 3,075,369,864

238 219,042.15 561,028,065 228 2,514,341,799 466 3,075,369,864

238 219,042.15 561,028,065 228 2,514,341,799 469 3,115,427,864

備考

契約件数 面　　　積 金　　　額 契約件数 金　　　額 契約件数 金　　　額

業 実 績

用　　　　地　　　　費 補　償　費 合         計
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　Ⅱ　決 算 財 務 諸 表

１.財　産　目　録

２.損 益 計 算 書

３.貸 借 対 照 表

４.キャッシュ・フロー計算書
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令和４年３月３１日現在

3,663,644,854

1,302,884,638

普通預金 645,884,638

　㈱青森銀行ほか　

定期預金 657,000,000

　㈱青森銀行ほか　

40,198,059

事業未収金 32,183,840

その他未収金 8,014,219

1,413,303,031

174,976.38㎡

907,195,012

108,311.82㎡

63,800

314

523,228,252

181,559,007

ア 青森県共同ビル区分所有権

181,559,002

イ 5

電話加入権 505,820

341,163,425

ア ㈱青森銀行 10,000,000

イ 

41,000.25㎡ 331,163,425

資 　産　 合　 計 4,186,873,106

賃貸事業の用に供する土地 青森中核工業団地賃貸用地（5区画）

③投資その他の資産

長期定期預金

建物又はその附属設備

工具、器具及び備品 シュレッダほか2点

②無形固定資産

２．固 定 資 産

①有形固定資産

⑤ 前 払 費 用 令和4年度分給与計算ソフト保守料ほか

⑥ 未 収 収 益 定期預金受取利息

④ 開 発 中 土 地 青森中核工業団地造成事業用地

　あっせん等事業収益ほか

　県共同ビル共益費ほか

③ 完 成 土 地 等 青森中核工業団地造成事業用地

② 未 収 金

１．財産目録

資 　産   の　 部 摘　　　　　　　　要 金　　　額

１．流 動 資 産

①現金及び預金
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(単位：円)

474,242,751

事業未払金 28,876,724 39,890,657

その他未払金 11,013,933

　消費税ほか

3,054,000

源泉徴収税ほか 822,575

430,475,519

賞与引当金 4,840,969

　令和4年6月支給期末勤勉手当

（一年以内） 425,634,550

２．固 定 負 債 2,558,249,088

証書借入金 2,316,755,566

　青森県

203,720,222

退職給付引当金 67,826,512

　公社職員 8名

135,893,710

37,773,300

 ほか 

3,032,491,839

1,154,381,267

土地整備準備引当金

差　引　正　味　財　産

負　　債　　合　　計

土地整備準備引当金

③ 長 期 預 り 金 青森中核工業団地賃貸契約保証金（5社）

② 引 当 金

① 長 期 借 入 金

③ 預 り 金

④ 引 当 金

② 前 受 収 益

負 　債   の 　部 摘　　　　　　　　要 金　　　額

１．流 動 負 債

① 未 払 金

　青森中核工業団地 実施設計等業務委託料ほか

青森中核工業団地4月分賃貸料（5区画）
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(単位:円)　　

１．事　業　収　益

① 土地造成事業収益

ア. 247,598,000

イ. 45,392,000 292,990,000

② 附帯等事業収益

ア. 24,380 24,380

③ あっせん等事業収益 139,231,400 432,245,780

２．事　業　原　価

① 土地造成事業原価

ア. 131,511,707

イ. 23,333,800 154,845,507

② あっせん等事業原価 78,391,974 233,237,481

199,008,299

３．販売費及び一般管理費 36,111,846

162,896,453

４．事　業　外　収　益

① 23,646

② 共同ビル賃貸収益 27,011,652

③ 966,939 28,002,237

５．事　業　外　費　用

① 共同ビル管理費 24,314,094 24,314,094

166,584,596

６．特　別　利　益

① 土地整備準備引当金取崩額 33,451,908 33,451,908

７．特　別　損　失

① 土地整備準備引当金繰入額 7,960,000 7,960,000

192,076,504

造成地賃貸原価

事　業　総　利　益

事　 業   利   益

受 取 利 息

雑 収 益

経　 常   利   益

当　期　純　利　益

完成土地等売却原価

２． 損 益 計 算 書　
(自　令和3年4月1日　　至　令和4年3月31日）

完成土地等売却収益

造成地賃貸収益

附帯事業収益
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(単位:円)　　

１．流　動　資　産

① 1,302,884,638

② 40,198,059

③ 1,413,303,031

④ 907,195,012

⑤ 63,800

⑥ 314

流動資産合計 3,663,644,854

２．固　定　資　産

① 有形固定資産

ア. 315,310,409

減価償却累計額 133,751,407 181,559,002

イ. 1,808,100

減価償却累計額 1,808,095 5

有形固定資産合計 181,559,007

② 無形固定資産

ア. 505,820

無形固定資産合計 505,820

③ 投資その他の資産

ア. 長期定期預金 10,000,000

イ. 賃貸事業の用に供する土地 331,163,425

投資その他の資産合計 341,163,425

固定資産合計 523,228,252

資産合計 4,186,873,106

工具、器具及び備品

電話加入権

建物又はその附属設備

現 金 及 び 預 金

未 収 金

完 成 土 地 等

前 払 費 用

未 収 収 益

開 発 中 土 地

３． 貸 借 対 照 表
(令和4年3月31日現在）

資　産　の　部
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(単位:円)　　

１．流　動　負　債

① 39,890,657

② 3,054,000

③ 822,575

④

ア. 賞与引当金 4,840,969

イ. 425,634,550 430,475,519

流動負債合計 474,242,751

２．固　定　負　債

① 2,316,755,566

②

ア. 退職給付引当金 67,826,512

イ. 135,893,710 203,720,222

③ 37,773,300

固定負債合計 2,558,249,088

負債合計 3,032,491,839

１．資　本　金

① 10,000,000

資本金合計 10,000,000

２．準　備　金

① 952,304,763

② 192,076,504

準備金合計 1,144,381,267

資本合計 1,154,381,267

負債及び資本合計 4,186,873,106

基 本 財 産

前期繰越準備金

当 期 純 利 益

土地整備準備引当金

長 期 預 り 金

資　本　の　部

未 払 金

前 受 収 益

預 り 金

引 当 金

長 期 借 入 金

引 当 金

土地整備準備引当金(一年以内)

負　債　の　部
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（単位：円）

Ⅰ．事業活動によるキャッシュ・フロー

　①公有地取得事業収入 0

　②土地造成事業収入 291,921,380

　③その他事業収入                                                                                                                                                                                                                                                                263,752,499

　④補助金等収入 0

　⑤公有地取得事業支出 0

　⑥土地造成事業支出

　　　　ア.取得に係る支出

　　　　イ.管理に係る支出 △ 56,785,998 △ 56,785,998

　⑦その他事業支出 △ 80,160,129

　⑧人件費支出 △ 18,510,657

　⑨その他の業務支出 △ 142,744,194

小計 257,472,901

　⑩利息の受取額 25,686

　事業活動によるキャッシュ・フロー 257,498,587

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　①投資有価証券の取得による支出 0

　②投資有価証券の売却による収入 0

　③定期預金の預入による支出 △ 1,847,000,000

　④定期預金の払戻による収入 1,424,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 423,000,000

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　①短期借入による収入 0

　②短期借入金の返済による支出 0

　③長期借入による収入 0

　④長期借入金の返済による支出 △ 387,552,680

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 387,552,680

Ⅳ．現金及び現金同等物増加額（又は減少額） △ 553,054,093

Ⅴ．現金及び現金同等物期首残高 1,198,938,731

Ⅵ．現金及び現金同等物期末残高 645,884,638

注記

１：現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,302,884,638

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 657,000,000

合計 645,884,638

４．キャッシュ・フロー計算書

  （自 令和3年4月1日　至 令和4年3月31日）
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注　記　事　項

１．重要な会計方針

(1)土地開発公社経理基準要綱

　「土地開発公社の経理について」（昭和54年12月19日付け自治政第13号）による土地開発公社

経理基準要綱（「土地開発公社の経理について」の一部改正について（平成17年1月21日総行地

第148号、以下「新要綱」という。））に準拠している。

(2)棚卸し資産の評価基準及び評価方法

完成土地等･･･評価基準は個別法、評価の方法は原価法によっている。

開発中土地･･･評価基準は個別法、評価の方法は原価法によっている。

(3)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は定額法によっている。

耐用年数は法人税法に規定する耐用年数を適用している。

(4)引当金の計上基準

ア．賞与引当金

役員及び職員に対する賞与の支給にあてるため、将来の支払見込額のうち当期に発生した

額を計上している。

イ．退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末の自己都合退職による期末要支給額の全額を計上し

ている。

ウ．土地整備準備引当金

青森中核工業団地未売却用地について、進出企業の要請による再分割工事及び天災による

補修等費用を各年度積立し、見直し計上している。

(6)消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税込経理方式によっている。
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４　理事会開催状況

第１２６回理事会開催 令和　３年　５月２７日

第１２７回理事会開催 令和　４年　３月２３日

〃 専決処分した事項の報告及び承認を求めることについて

〃 青森県土地開発公社文書取扱規程の一部を改正する規程案

〃 青森県土地開発公社職員倫理規程の一部を改正する規程案

〃 青森県土地開発公社就業規則の一部を改正する規則案

〃 青森県土地開発公社財務規程の一部を改正する規程案

〃 令和４年度事業計画案

〃 令和４年度予算案

〃 令和４年度資金計画案

令和　４年　３月２３日 令和３年度事業計画の一部変更計画案

〃 令和３年度補正予算（第１号）案

〃 令和３年度資金計画の一部変更計画案

議　　　　決　　　　事　　　　項

議 決 年 月 日 件　　　　　　　　　　名

令和　３年　５月２７日 令和２年度事業報告及び決算の認定
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